
（様式第２号）
事業者申告書

１．提案書作成者の氏名および連絡先
	提案書作成者
	氏名：
	部署：

	連絡先
	住所

	
	TEL
	FAX

	
	E-mail



２．会社概要（　　    年    月    日現在）
	会社名
	

	代表者名
	

	所在地
	

	資本金
	
	[bookmark: _GoBack]従業員数
	

	営業拠点の所在地
	中野区内における営業（活動）拠点の有無
※該当する場合は右欄に〇印
	


【添付書類】
□営業拠点の所在地：事業開始等の届出書等（営業所が中野区内の場合のみ）

３．参加資格要件
	要件
	該当欄に○印

	（１）道路運送法(昭和２６年法律第１８３号)第４条第１項の許可を受けているもの。
	

	（２）公共交通に関する運行実績が過去５年度以内にある事業者であること。
	東京２３区での実績あり
	

	
	東京２３区を除く東京都内の自治体での実績あり
	

	
	その他の自治体、国での実績あり
	

	（３）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に規定する更生手続き又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に規定する再生手続きの適用を受けている者又は申請をしている者でないこと。
	

	（４）地方自治法施行令(昭和２２年政令第１６号)第１６７条の４に規定する一般競争入札に参加できない者でないこと。
	

	（５）中野区契約における暴力団等排除措置要綱（平成２４年８月３１日要綱第１４８号）第３条の入札参加除外措置を受けていないこと。
	

	（６）本事業を適切かつ確実に遂行できる資力等を有する者であること。
	経常損益
	直近３期連続で赤字となっていない
	

	
	自己資本
	直近３期連続で債務超過となっていない
	



【添付書類】
□道路運送法(昭和26年法律第183号)第4条第1項の許可が確認できる証書類の写し
□公共交通に関する運行実績：「４．公共交通の運行実績」に記載（１～５つ程度）
　※公共交通に関する運行実績は、鉄道を除くバス、タクシー、コミュニティバス、コミュニティタクシー等の実績とする。
□法定監査が完了した構成事業者全ての有価証券報告書もしくは商法計算書類規則における（連結）計算書類（直近３期分）の写し

４．公共交通の運行実績
	運行路線名称・運行場所
	運行期間

	記載例）
・コミュニティバスの場合：○○バス（○○区）
	記載例）
令和○○年○○月～

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	




以上、事実に相違ないことを誓約します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　　年　　　月　　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業者名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　


